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R3

備蓄庫内の食糧・飲料水以外の保管物

住友三井オートサービス株式会社
業　　　　種／金融業・保険業
主な事業内容／各種自動車・車両のリース・割賦販売
従 業 員 数／1,979人

本社6フロア各階に備蓄庫を設置
　食糧等を効率的に配布できるように
するため、フロアのレイアウト変更に合
わせて備蓄庫を各フロアに設置し食糧
や飲料水、非常用品を配備した。

　全社員への啓発の一環で作成していた「防災マニュアル」を、よりわ
かりやすく手軽に理解できるように音声解説付き動画として新たに社
内ネットワークに公開した。空き時間を利用して災害への認識、日頃の
心構え、災害時の対処などを習得できるようにした。

・救助、応急手当用具

・非常用衛生セット（簡易トイレ、レディースセット等）

周知に向けて動画を作成

・非常用生活用品
（ランタン、ラジオ等）

・宿泊グッズ
（エアマット）
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380人（2022年12月末現在）
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R4

学校法人文化学園
業　　　　種／教育・学習支援業
主な事業内容／教育事業（文化学園大学大学院、文化学園大学、文化服装学院、
文化ファッション大学院大学、文化外国語専門学校）、収益事業（文化出版局、文化購買事業部）
従 業 員 数／738人

8,000人の学生と教職員向けに3日分のトイレ・備蓄品を確保
　学生と教職員合わせて8,000人を72時間学内に留め置く際
に大きな問題となるトイレについてメーカーと相談・協議し、液体
と固体を分離可能な特別の仮設トイレを用意している。
　限られたスペースの中で8,000人分の備蓄品を用意するた
め、教職員には飲料や食料、ヘルメットなどを格納した「ヘルメット
バッグ」を配布し、各々が椅子の下などに配備している。学生には
食料の入ったパッケージを配布し各自がロッカーに保管している。

　コロナ禍のため集合しての避難訓練が
難しくなったため、リモートで学習できる
コンテンツを用意して、避難経路やキャン
パス内のインフラ、備蓄内容などを告知
し、避難訓練の代替としている。

災害用仮設トイレ リモート学習コンテンツ リモート学習の配信に合わせた防災備蓄展示教職員配布備蓄品（ヘルメットバッグ）

リモート学習で避難訓練の代替

（2022年４月現在）
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R4

業　　　　種／卸売業・小売業
主な事業内容／コンビニエンスストア事業
従 業 員 数／8,930人

株式会社セブン-イレブン・ジャパン

●ポケット版災害ガイドの全社員への配布
　BCPのエキスをカードサイズの「ポケット版災
害ガイド」に詰め込み全社員に配布。日頃の準備
により、発災時に適切な行動ができるよう周知。
●eラーニングの活用
　東京都作成の一斉帰宅抑制動画も活用し、帰宅
制限の可能性や子供のお迎え代理などの事前準
備の必要性を全社員にわかりやすく解説・周知。

●全社防災点検日での周知の促進
　年に１回、全ての部署で防災体制の確認を実施。
帰宅抑制と事前準備の必要性もチェック項目に含
め、全社員に周知を図っている。

ポケット版災害ガイド eラーニング シミュレーション訓練

一斉帰宅抑制周知のために多様な手段を活用

シミュレーション訓練
　リアルな状況下で「一斉帰宅抑制」を会社から指
示し、実際に起こりうる事態を体感。事前準備の重
要性を認識してもらい、自分事としての準備を促進。

R4

安否確認システム

オリエンテーション用スライド

業　　　　種／製造業
主な事業内容／医療機器・医療関連製品の輸入・販売、眼科医療機器、コンタクトレンズケア用品、医療用・一般用
医薬品の輸入販売、医薬品、医薬部外品およびその他これらに関する製品の開発、製造、宣伝、販売および輸出入
従 業 員 数／非公開

ジョンソン・エンド・ジョンソン日本法人グループ

　グループ一体となって、安否確認システムのほか、オンラインおよびオンサイトのトレーニングやデジタルサイ
ネージを活用し、日本語以外を母国語とする社員や聴覚・視覚等に障がいのある社員にも配慮した周知を実施。

　新入社員・中途社員へのオリエンテーションの際、災害対策の理解を必修とし、日本語のみならず英語の
資料も用意し、社員の多様なバックグラウンドに配慮している。多言語音声付き動画も用意し、目の不自由な
社員にも伝わるように、また、字幕を付すことで、耳の不自由な社員にも伝わる内容にしている。

ヘルスケアカンパニーとして多様な社員へ配慮した周知を実施

●社員の多様なバックグラウンドに配慮して災害対策用テキストと動画資料を用意

　年2回の避難訓練では、それぞれ地震および火災発生を想定し
て実施し、AEDの使い方の訓練を行って社員が習得できるように
している。また、災害時にはデジタルサイネージでも避難先を示
すようにするとともに、社員個々のデバイスから音声を発出し、視
覚情報と音声情報の両方で避難先を知らせることができるよう設
備を整えている。

地震および火災を想定した避難訓練を年2回実施
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（2022年3月末現在）
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200人
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